
【資料２】

総合評価

30の「取組事項」 H26 → H27 → H28 H26 → H27 → H28

①

「審議会等の会
議の公開に関す
る指針」の徹底
による審議会審
議状況の公開の
促進

Ｂ → Ｂ → Ｂ

②
公文書提供制度
の対象拡大

Ｂ → Ｂ ↗ Ａ

③
公社・事業団等
の情報の充実

Ａ → Ａ → Ａ

④
公共事業等の見
える化の推進

Ｂ → Ｂ ↗ Ａ

①
ソーシャルメ
ディアの有効活
用

Ａ → Ａ → Ａ

②
安心・安全情報
の提供手段の充
実

Ｂ → Ｂ → Ｂ

成果評価
(質的評価) 総合評価

(最終評価) 平成28年度の取組実績に対する意見 総合評価（最終評価）に対する意見

目標１　県民目線の県政の実施

改革１　情報提供・情報発信手段の充実

　

行政改革大綱(平成26～28年度)実施計画の県評価に対する行政改革評価・推進委員会の意見一覧

３つの「目標」
77の

「具体的な取組」

30の「取組事項」
参
考
資
料
・
頁

群馬県行政改革評価・推進委員会の意見平成28年度の取組
実績に対する評価

10の「改革項
目」

実施結果評価
（数値等の目標の達成

度）

Ｂ 9

【具体的な取組①】
・ホームページを更に見やすく検索しやすくしていただきたい。
・前年度に比べ、一歩前進したことがうかがえる。
・「イ．ホームページの体系的な整理」とあるが、具体的にどのよ
うな状態のことか。

【具体的な取組②】
・『公文書提供制度』については、まだ知らない人が多いので県民
への周知徹底を図っていただきたい。
・公文書提供制度対象公文書リスト件数が増加したことは、評価で
きる。
・実施評価結果が↑Ａとなっているが、前年までのＢと結果の多く
は変わらないと思われる。ア△が○になっているが内容不明。

【具体的な取組④】
・公共事業については更に分かりやすい情報発信が必要。
・「公共事業ストック効果事例集」の発行等により見える化等に向
けては、一定の努力が認められるかと思われる。

・審議会等会議録等ホームページ公開数、公文書提供制度対象公文
書リスト件数がともに増加したことは評価できる。
・公共事業の効果事例集をホームページに公表したことは評価でき
るが、公共事業以外の事業に対して新たな情報公開に至らなかった
ため、総合評価は「Ｂ」が適正である。
・会議録や会議結果の概要の公開方法や項目等がまちまちであった
当初と比較して、具体的にどのように整備されたのか。
・ホームページ公開件数53件が全体の何％に当たるのかが不明。
・公文書提供制度対象公文書リスト件数49件についても全体の何％
に当たるのかが不明。
・公共事業について『見える化』等、更に分かりやすい情報発信を
期待している。
・国では行政文書が短い期間で破棄されたり、あるはずの記録が見
つからないといった問題が次々と指摘されている。県ではこのよう
なことはないと言えるか。

(2)　提供・
発信手段の充
実・多様化

Ｂ → Ｂ → Ｂ

(1)　審議会
等の議事概要
など公開資料
等の充実

Ｂ → Ｂ → Ｂ

Ｂ 19

【具体的な取組①】
・テキストマイニングによる分析結果を県のホームページ上のどこ
に掲載されているのか。県民にもフィードバックし公表してもらい
たい。

【具体的な取組②】
・総合防災システムは６割の進捗で、平成29年８月の運用開始では
当初計画から遅れてしまったのではないか。

・テキストマイニングによる分析結果を県のホームページ上で探し
てみたが、どこに掲載されているのか。県民にも公表してもらいた
い。
・Lアラートが平成29年８月にできればＡ評価に相当する。
・総合防災システムの運用開始目標が平成29年８月中とされている
が、推進期間終了後の主な成果としては、構築進捗率が約６割とさ
れている。予定通り８月中の運用開始が出来るのか。
・大きな自然災害が頻繁に発生するなか、防災・減災への取り組み
は非常に重要であると考える。企業単位において緊急時の避難訓練
はされているところは多くあると思うが、市町村レベル、町内レベ
ルで訓練を実施しているところはほとんどないのではないかと思
う。現在自治体ごとにハザードマップの整備や緊急避難場所の周知
活動には取り組んでいると思うが、有事の際、必要になるのは地域
の力ではないかとも思う。個人的な意見ではあるが、県が主体と
なって各市町村および町内、隣組内単位の避難訓練など実施する必
要があるのではないかと思う。
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総合評価

30の「取組事項」 H26 → H27 → H28 H26 → H27 → H28

成果評価
(質的評価) 総合評価

(最終評価) 平成28年度の取組実績に対する意見 総合評価（最終評価）に対する意見

３つの「目標」
77の

「具体的な取組」

30の「取組事項」
参
考
資
料
・
頁

群馬県行政改革評価・推進委員会の意見平成28年度の取組
実績に対する評価

10の「改革項
目」

実施結果評価
（数値等の目標の達成

度）

　

①
県民アンケート
の活用促進

Ｂ ↗ Ａ ↘ Ｂ

②
県民参画型公共
事業の実施

Ａ → Ａ → Ａ

①
パブリックコメ
ントの実施方法
等の改善

Ｃ ↗ Ｂ → Ｂ

②

政策、施策や事
業等の評価に県
民意見を反映す
る仕組みの確立

Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ

①
各審議会等にお
ける公募委員の
増加

Ｃ ↗ Ａ ↘ Ｂ

②
各審議会等にお
ける女性委員の
増加

Ａ → Ａ → Ａ

改革２　県民意見の反映手段の充実

(1)　県民ア
ンケートなど
積極的な県民
意見の聴取

Ｂ ↗ Ａ ↘ Ｂ Ｂ 25

【具体的な取組①】
・全国でも事例がないWeb回答併用フォーマットについてさらなる活
用を期待している。
・回収率が平成27年度よりも下回った要因をどのように捉えている
か。
・WEBアンケートと以前のアンケートを比較した場合、回答者の属性
に統計的に有意な差がみられたか。また、母集団（県民）と回答者
の属性に有意差はあるか。
・アンケートの回収率が下がった(50.4 %へ)とのことでBにダウンし
ているが、どれだけ下がったのか。
・県政県民アンケートの回収率が前年よりも低かった原因を明確化
し、改善・対応に取り組んでいただきたい。

・県民アンケートの活用促進という点から申し上げたいが、自由記
述のテキストマイニングという新たな試みは評価できる。ただし、
もう一歩前に進んで、できれば外部の大学研究者などが自由にロー
データにアクセスし、統計分析ができるような仕組みを群馬県とし
て整備していただきたい。
・県民アンケート回収率が下がってしまったことは残念である。原
因を明確化し、改善・対策を期待する。回収率が下がってしまった
が、関係各課と調整をし、より多くの事業に関する設問を追加した
ことは評価できる。よって、総合評価はＢが適正と考える。
・県民参画型公共事業の取組数を増やしていただきたい。

・視野を変えて公募委員の発掘に注力しないと将来の人材確保が厳
しいと思われる。しっかりお願いしたい。
・審議会については、平日の昼間の開催が少なくなく、そのような
状況下で公募しても、おのずと参加可能な県民は限定されてしま
う。開催時刻についても検討してよいのではないか。
・両目標は達成したものの、＜課題＞P41に記載の通り、まだまだ、
改善の余地が大きいと思われる。更なる参画率等の上昇を望む。
・各審議会等における女性委員の増加については、参画率目標に対
し順調に進捗しているが、平成32年度目標の40％以上に向けては、
参画しやすさのヒヤリングなど、女性のニーズに合わせた開催をし
ていただきたい（審議会開催の時間帯、曜日、子どもと一緒に参加
できるなど）。
・公募委員、女性委員の増加は評価できる。

Ｂ Ｂ 31

【具体的な取組①】
・パブリックコメントを出しやすくする工夫を行ったことは評価で
きる。パブリックコメントが効果的に活用できたのかどうかについ
て評価いただきたい。
・「各所属とも立案段階におけるパブリックコメントでは必要性を
考慮の上、実施されなかった」とあるが、必要か否かの基準は何
か。また必要であるか否かを判断するのは各担当部局なのか。
・取組状況H28〈要因分析〉「イ立案段階での実施について周知を
行ったが、各所属では、必要性を考慮の上、実施されなかった。」
とあるが、意味不明。
・パブコメの実施件数がH28に大幅に減少した（件数49件意見数463
件→27件117件）がなぜか。
・パブリックコメントの実施件数と意見提出件数のどちらも前年を
下回ったのに、成果評価が同じＢであるのは理解できない。

・パブリックコメントについては、その意見提案の件数からすれ
ば、まだまだ改善の余地があるだろう。
・立案段階でのパブリックコメントについては、実施されなかった
と、ｐ32＜要因分析＞に記載がある。今後の課題とのこと（P35＜課
題＞）。
・パブリックコメントがメールで送られてきた場合、「パブリック
コメントを受理しました」という内容の自動返信メールが届くよう
に設定してみたらどうか。
・パブリックコメントが出しやすくするための工夫、改善を行った
ことは評価できる。パブリックコメント、県民意見を効果的に活用
したかどうかの評価が必要である。
・第三者評価＋公表　平成28年度は、77.8％まで増加。次回85％を
目標に期待する。

(3)　審議会
などへの公募
委員・女性委
員の登用の促
進

Ｂ ↗ Ａ ↘

(2)　パブ
リックコメン
トの効果的な
活用と県民意
見の反映機会
の充実

Ｃ ↗ Ｂ →

Ｂ Ｂ 37

【具体的な取組①】
・なぜ、公募委員数が微増（＋１人）にとどまったのか。その詳細
について。

【具体的な取組②】
・女性委員参画率が平成25年度より高くなっており、評価できる。
・女性の参画率をアップさせるためには各所での視点を変えたアイ
デアが必要。
・各種審議会の女性の参画率については、目標は上回っているもの
の、更なる参画率の向上が求められると思う。現在の女性委員にア
ンケートを取るなど、参画しやすい環境作りに取り組んでいただき
たい。
・女性参画率37.2％（H25比＋1.5％）で、目標も達成しているので
Ａでやむなしだが、更に上昇させないといけないと思われる。
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総合評価

30の「取組事項」 H26 → H27 → H28 H26 → H27 → H28

成果評価
(質的評価) 総合評価

(最終評価) 平成28年度の取組実績に対する意見 総合評価（最終評価）に対する意見

３つの「目標」
77の

「具体的な取組」

30の「取組事項」
参
考
資
料
・
頁

群馬県行政改革評価・推進委員会の意見平成28年度の取組
実績に対する評価

10の「改革項
目」

実施結果評価
（数値等の目標の達成

度）

①
電子申請等受付
システムの活用
促進

Ｂ ↗ Ａ → Ａ

②
電子入札システ
ムの導入拡大の
検討

Ｄ ↗ Ｃ → Ｃ

③
公金収納の利便
性の向上

Ｂ ↘ Ｃ → Ｃ

(2)　審査基
準の見直しや
標準処理期間
の短縮

①

行政手続法によ
る審査基準の見
直しや標準処理
期間の短縮

Ａ → Ａ → Ａ Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ 51

・この要因分析欄の書き方では、マイナンバーを全く利用していな
いように思ってしまうので、マイナンバーを利用しているのであれ
ば、住民基本台帳だけでなくマイナンバーも付け加える必要があ
る。

改革３　行政手続における利便性の向上

Ｂ Ｂ 43

【具体的な取組②】
・『ICカードの購入コストに見合う利便性が見込めない』とのこと
だが県の予算で貸与することはできないか。
・H28＜要因分析＞で、電子入札実施のためには、ICカード購入負担
が発生し、コスト負担に見合う利便性の向上が見込めないことがわ
かったとのことだが、具体的にはどういうことか。
・ＩＣカードを使わない入札方法も検討されたい。

【具体的な取組③】
・便利になるのは県庁側なのでクレジット納付やコンビニ納付に対
応する必要がある。
・「情報が足らず」とあるが、なぜそのような状態になったのか。
・コンビニ納付については、結局２年連続で持ち越しとなった。早
急に結論を得られるように準備されたい。

・電子申請は14,494件→22,108件　３年間で着実に増加した。
・電子入札は、5,464件→5,260件に減少した。電子入札を増やす工
夫が必要。
・コンビニ納付等の導入については２年越しで結論が得られていな
い。
・公金のコンビニ納付ニーズが高いようであれば、県民の利便性を
高めるため導入いただきたい。

(1)　申請な
どの手続の利
便性向上

Ｂ → Ｂ →
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総合評価

30の「取組事項」 H26 → H27 → H28 H26 → H27 → H28

成果評価
(質的評価) 総合評価

(最終評価) 平成28年度の取組実績に対する意見 総合評価（最終評価）に対する意見

３つの「目標」
77の

「具体的な取組」

30の「取組事項」
参
考
資
料
・
頁

群馬県行政改革評価・推進委員会の意見平成28年度の取組
実績に対する評価

10の「改革項
目」

実施結果評価
（数値等の目標の達成

度）

①

義務付け・枠付
けの見直しによ
り制定した条例
の、県民の利便
性向上の視点か
らの見直し

Ｄ ↗ Ｃ ↗ Ｂ

②
規制緩和（特区
制度）による地
域活性化の検討

Ａ → Ａ → Ａ

③
更なる分権改革
に向けた国への
提案

Ａ → Ａ → Ａ

①
市町村への権限
移譲の推進

Ｃ ↗ Ｂ ↗ Ａ

②
市町村行財政体
制の強化のため
の支援

Ｂ → Ｂ ↗ Ａ

③
効果的な意見交
換の実施

Ａ → Ａ → Ａ

④
まちづくりにお
ける市町村との
連携の推進

Ａ → Ａ ↘ Ｃ

(3)　近隣都
県等との連携
の推進

①
近隣都県等との
広域連携の推進

Ａ → Ａ → Ａ Ａ → Ａ → Ａ Ａ 71

・知事会議の連携、関東地方知事会での国への提案等の取組みは評
価できる。
・洪水・震災など広域対応が必要。より緊密な近隣県との連携をお
願いしたい。

・隣県相互での災害対応に期待する（助けたり助けられたり）。

改革４　地方分権改革と自治体間連携の推進

Ｂ 61

【具体的な取組①】
・『ぐんま権限移譲推進方針』の策定。『新ぐんま権限移譲推進方
針』について、91％の市町村が役に立ったと回答。素晴らしい成果
を上げた。Ｃ→Ｂ→Ａ

【具体的な取組②】
・Ａ評価に上がっているが、「＜結果＞は前年とほぼ同じであるに
も関わらず、＜要因分析＞でも講話に替えてより業務活用性の高い
研修を実施した」としている点のみと思われる。Ｂが妥当ではない
か。

【具体的な取組④】
・群馬のまちづくりの完成を期待。
・都市の現状分析やアクションプログラム素案作成等に不測の日数
を要したのは、どうしてか。

・市町村の活性化無くして県政活性化はあり得ない。更なる『まち
づくり』に協力していただきたい。

Ａ 55

【具体的な取組①】
・Ｂ評価であるが、ＣともとれるＢであると思う。よって、成果評
価もＡはないのではないかと思う。

【具体的な取組②】
・国主体の国家戦略特区が特区制度の中心となり地方自治体主体の
提案幅が狭まってしまうのであれば国との調整を希望する。

【具体的な取組③】
・国に採用された３件を重く見過ぎではないか。

・『地方分権改革に関する提案募集制度』１２件を提案して１０件
が取り上げられた実績はすばらしい。次期３ヶ年も、１０件以上を
期待する。

(2)　市町村
との連携の推
進

Ｂ → Ｂ → Ｂ

(1)　地方分
権改革等の効
果を活用した
主体的な政策
推進

Ｂ → Ｂ ↗ Ａ
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総合評価

30の「取組事項」 H26 → H27 → H28 H26 → H27 → H28

成果評価
(質的評価) 総合評価

(最終評価) 平成28年度の取組実績に対する意見 総合評価（最終評価）に対する意見

３つの「目標」
77の

「具体的な取組」

30の「取組事項」
参
考
資
料
・
頁

群馬県行政改革評価・推進委員会の意見平成28年度の取組
実績に対する評価

10の「改革項
目」

実施結果評価
（数値等の目標の達成

度）

①-1
公用車の一元管
理の拡大

Ｂ → Ｂ → Ｂ

①-2
事務用品の一括
購入・管理の導
入検討

Ｄ ↗ Ｃ → Ｃ

①-3
庁舎管理事務の
地域集約化の検
討

Ｃ → Ｃ → Ｃ

①-4
嘱託・臨時職員
の雇用事務の一
元化の検討

Ｄ ↗ Ｃ ↗ Ａ

②-1
総務事務システ
ムの活用の促進

Ａ → Ａ → Ａ

②-2
情報システムの
最適化

Ａ → Ａ → Ａ

①

各庁舎における
資源ごみの積極
的な売払いの実
施

Ｃ → Ｃ ↗ Ｂ

②
エネルギー使用
量の削減

Ａ → Ａ

③
電力調達の効率
化

Ｃ → Ｃ ↗ Ｂ

④
オープンカウン
タ方式による見
積合せの導入

Ｂ → Ｂ → Ｂ

⑤
公共工事の経費
節減

Ａ → Ａ → Ａ

①
政策的視点から
の事務事業の効
果的実施

Ａ → Ａ ↘ Ｃ

②
「業務改善のヒ
ント」の実践・
徹底

Ｂ ↘ Ｃ → Ｃ

目標２　「仕事の仕方」の改革

改革５　事務事業執行の効率化

Ｂ 75

【具体的な取組①－３】
・なぜ、庁舎管理事務の地域集約化など検討段階にとどまったの
か。

【具体的な取組①－４】
・嘱託臨時職員の雇用事務の集約化に対して一元化を行わないこと
を決定したことに対してＡ評価とするのは理解できない。改善した
と言えないのでは。
・Ａ↑の要因は＜要因分析＞「検討を進めた結果、‥‥効果が見込
めない、という結論が得られたので、実施しないことにした」とい
うことであるが、もっと早く、この結論が得られなかったものか。
実施予定を覆した結果、Ａということだが、見込・予定が甘かった
ということか。Ａという評価も疑問。評価ナシ＝問題外という評価
が妥当なのでは。

【具体的な取組②－１】
・文書に係る電子決裁率8.7％は低すぎるので、次のターゲットとし
て50％を狙った施策を検討していただきたい。
・前年よりも増加していれば達成（Ａ評価）したことになるのか。
（H26年が7.3%、H27年が7.9%、H28年が8.7%）また、どうして目標数
値が示されていないのか分からない。より高い目標を掲げて、電子
化のペースを早める努力を期待する。

【具体的な取組②－２】
・情報予算の執行にあたり、費用の審査は重要であるが、それ以上
に「成果（ＯＵＴＰＵＴ）」の評価に注力いただきたい。

・日常的に推進・管理していって欲しい項目です。
・公用車稼働率、電子決裁率、情報システムに関わる経費削減等、
評価できるが、さらなる可能性があるため、Ｂ評価であると考え
た。
・嘱託臨時職員の雇用一元化に関する検討で、「一元化しない」と
いう結論を出したことが「成果アリ」との評価をするのは理解でき
ない。決めれば良いのか。

(2)　実施方
法の工夫によ
る効率化

Ｂ → Ｂ → Ｂ

(1)　内部管
理事務の集中
化などによる
効率化

Ｃ ↗ Ｂ → Ｂ

Ｂ 87
【具体的な取組③】
・電力自由化に伴い県庁消費電力は入札次第でVEできる環境になっ
た。設計VE活動の専任者が必要ではないか。

・電気料金は自由化されたのでアイデア次第では更なる削減を期待
する。

・広く浅く行う業績測定方式による評価ではなく、重要又は先導
的、横断的な施策・事業に限局して、効果検証するような評価方式
（プログラム評価）の導入を検討したらどうか。
・事務改善は、県民目線行政とならび行政改革の根幹となる施策で
あり、Ｃ評価では問題。今までと別のアプローチが必要と考える。
・平成28年度から新目標が発生した為に平成28年度の評価がＣに
なったのか。目標を変えなければＢ評価で良かったのか。
・事務事業実施について、実施に至らなかったことから、総合評価
はＣが適正である。

(3)　時代や
環境の変化に
合わせた事務
事業の推進

Ａ ↘ Ｂ ↘ Ｃ Ｃ 97

【具体的な取組①②】
・「仕事の仕方」の改革という目的に対し、施策の実行計画が不明
確で進捗していないと考える。第三者による評価も重要であるが、
県職員の意識改革が何よりも重要であり、県職員から仕事の仕方改
革の具体的提案を募るのも有効と考える。
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総合評価

30の「取組事項」 H26 → H27 → H28 H26 → H27 → H28

成果評価
(質的評価) 総合評価

(最終評価) 平成28年度の取組実績に対する意見 総合評価（最終評価）に対する意見

３つの「目標」
77の

「具体的な取組」

30の「取組事項」
参
考
資
料
・
頁

群馬県行政改革評価・推進委員会の意見平成28年度の取組
実績に対する評価

10の「改革項
目」

実施結果評価
（数値等の目標の達成

度）

　

①

ＰＦＩなど民間
活力やノウハウ
の積極的な活用
の推進

Ｄ ↗ Ａ → Ａ

②
ＮＰＯなどとの
協働事業の推進

Ｂ → Ｂ → Ｂ

③
建設産業の担い
手育成

Ｂ → Ｂ → Ｂ

①
公の施設のあり
方検討の継続実
施

Ｂ ↘ Ｃ → Ｃ

②
公の施設のサー
ビスの向上

Ａ → Ａ → Ａ

(3)　公社・
事業団等の改
革

①

公社・事業団等
に対する関与の
見直し及び支出
の総点検

Ｂ ↘ Ｃ → Ｃ Ｂ ↘ Ｃ → Ｃ Ｃ 115

・補助金・委託金は適切なのか個別精査をお願いしたい。
・今後の関わり方の方向性の決定には至らなかったということは、
計画が甘かったということか。
・決算の集計が遅すぎる。第１四半期までには出すべきではない
か。

・「関わり方の方向性の決定」という基軸が３年間経過しても、決
定していないというのでは何も始まらない。
・補助金のあるべき姿とは。

改革６　民間活力やノウハウの効果的な活用

(1)　民間と
の連携による
県民サービス
の向上

Ｂ → Ｂ →

Ｃ Ｃ 109

【具体的な取組①】
・ガイドラインの改定が出来なかったので、Ｃ→Ｃ→Ｃ評価から脱
却できていない。
・見直しを慎重に行う必要があるということは、時間をかけてでも
見直しを行うのか。見直しを行わないこともあるということか。
・＜要因分析エ＞で「指定管理者制度導入施設を直営に戻す事例が
発生する見込みが現時点ではないため、直営施設に戻す場合のプロ
セス等の検討はしなかった」ということであるが、優先順位が低い
としても起こり得ないことではないのであり、参考指標として掲げ
た以上、やるべきではないか。

・160件の新たなサービスの提供を行ったことを評価する。良いもの
は、他の施設への水平展開をお願いしたい。
・指定管理者の導入により、サービスの向上が図られていることが
前提であり、利用者満足度等をアンケートや利用者数等により、至
急、把握する必要がある。

Ｂ Ｂ 101

【具体的な取組①】
・『群馬県PFI事業活用ガイドライン』を改定することができたので
「Ａ評価」で良い。
・PFIの実施事例が上毛学舎以外に出てきていないものと思われる。
ガイドラインの改定が行われたようであるが、逆に活用の妨げに
なっていないか。当然、上毛学舎の事例も参照して改定されている
と思われるが、どのような教訓等を得ているのか。また、最近、実
施事例が出てきていないようであるが、どんなことが原因か、どの
ような状況か。

・PFI等の導入について、更に積極的な検討を進めていただきたい。

(2)　公の施
設における
サービスの向
上

Ｃ → Ｃ →
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総合評価

30の「取組事項」 H26 → H27 → H28 H26 → H27 → H28

成果評価
(質的評価) 総合評価

(最終評価) 平成28年度の取組実績に対する意見 総合評価（最終評価）に対する意見

３つの「目標」
77の

「具体的な取組」

30の「取組事項」
参
考
資
料
・
頁

群馬県行政改革評価・推進委員会の意見平成28年度の取組
実績に対する評価

10の「改革項
目」

実施結果評価
（数値等の目標の達成

度）

①

「群馬県におけ
る人材育成の考
え方」に基づく
人材育成の推進

Ａ → Ａ → Ａ

② 職員研修の充実 Ｂ → Ｂ ↗ Ａ

①
「政策プレゼ
ン」の実施

Ａ → Ａ → Ａ

②
職員提案制度の
実施

Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ

① 組織の見直し Ａ → Ａ → Ａ

②-1

適正な定員管理
【知事部局・教
育委員会事務
局】

Ａ → Ａ → Ａ

②-2
適正な定員管理
【教職員】

Ｂ → Ｂ ↗ Ａ

③
地方独立行政法
人制度の積極的
な活用

Ｃ ↗ Ｂ ↗ Ａ

①
管理職のマネジ
メント強化

Ａ → Ａ → Ａ

②
業務改善のため
の目標管理（Ｐ
ＤＣＡ）の実施

Ａ → Ａ → Ａ

③
メンタルヘルス
対策の強化

Ｂ ↗ Ａ → Ａ

改革７　自治を担える人づくり、力を最大限発揮する組織づくり

Ａ 119
・人事は人材育成の根幹で重要である。
・「人事評価制度」の詳細はわからないが、業務の改善・改革を提
案、実践している職員が報われる制度であってほしい。

・経済産業省の次官・若手プロジェクトのような業務外プロジェク
トが、庁内公募等によりできないか検討されたい。

(2)　実践的
な政策形成能
力の向上

Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ

(1)　県政を
担う人材の育
成

Ｂ → Ｂ ↗ Ａ

Ａ 125

【具体的な取組①②】
・良い提案に対してはその後の実務に反映させていただきたい。提
案に対してインセンティブを与えることは良いことで賛成。

【具体的な取組②】
・とりあえず提案件数がH26（205件）には及ばないもののH27（67
件）に比して、H28は181件と積極的な募集により復活した。今後
は、内容と質の向上にも努められたい。
・職員提案制度の件数が増えたことは評価できる。

・どのような職員提案があったのかについては、差し支えなけれ
ば、県民にもオープンにしてもよいのではないか。
・インセンティブが必要。（表彰制度など）

・管理職のマネジメント強化やPDCAの実施については、一過性の取
組ではないので、より一層の質的向上を目指して、取り組んでいた
だきたい。
・メンタルヘルス対策として個人ワークから集団グループワークへ
の移行なども考えられる。（責任感の分担）
・メンタルヘルス対策については、ストレスチェックの受検率とと
もに、結果として罹患者を出さないことが最も重要であると思うの
で、今回の評価にとらわれず、さらに取り組みを実施していただき
たい。
・ストレスチェックの受検率100％を目標に推進してほしい。
・研修の効果、ストレスチェック受検率の目標達成から、総合評価
はＡが適正である。

Ａ 131

【具体的な取組②－２】
・教職員定数の見直しにおいて部活動担当職員を設置するなどの考
え方があっても良いと思われる。
・教職員の定員見直しについては、削減ありきではないと思うが、
児童生徒数の状況等に加え、現在課題とされている教職員の働き方
の実態も踏まえたうえでの見直しをお願いしたい。

・小中学校における部活動について根本から見直す時期にある。担
任が授業も部活も両立するのは難しい。生徒が減れば先生も減らす
ことが良いことなのか。部活のさらなる発展を期待する。
・教職員の定員見直しについては、削減ありきではないと思うが、
児童生徒数の状況等に加え、現在課題とされている教職員の働き方
の実態も踏まえたうえでの見直しをお願いしたい。

(4)　組織マ
ネジメントの
向上

Ｂ ↗ Ａ → Ａ

(3)　適正な
組織・定員管
理

Ｂ → Ｂ ↗ Ａ

Ａ 141

【具体的な取組②】
・「目標管理制度」の内容が不明なので評価することが困難。「目
標の設定」と「評価のフィードバック」において、上司と部下で面
談をしているのか不明。また、目標項目には、「業務目標」だけで
なく、「行動目標」の設定をお願いしたい。「行動目標」のイメー
ジは、たとえば、「県民目線の業務推進をしようとする行動」、
「業務の効率を考えた他部署との協力関係を作ろうとする姿勢」
等。

【具体的な取組③】
・ストレスチェック・メンタルヘルス研修・労働衛生管理者との相
談（専門医）→職場復帰に至る方策が重要。
・メンタルヘルス対策についてはストレスチェック及び各種研修な
どにより、未然防止に向けた取り組みを強化しているが、実態とし
て「罹患者がどの程度いるのか」についても評価項目に加えてみて
はどうか。様々な取り組みをしても結果として罹患者が増えるよう
な状況であれば対策も変えていく必要があると思う。
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総合評価

30の「取組事項」 H26 → H27 → H28 H26 → H27 → H28

成果評価
(質的評価) 総合評価

(最終評価) 平成28年度の取組実績に対する意見 総合評価（最終評価）に対する意見

３つの「目標」
77の

「具体的な取組」

30の「取組事項」
参
考
資
料
・
頁

群馬県行政改革評価・推進委員会の意見平成28年度の取組
実績に対する評価

10の「改革項
目」

実施結果評価
（数値等の目標の達成

度）

　

(1)　県税収
入の確保

① 県税収入の確保 Ａ → Ａ → Ａ Ａ → Ａ → Ａ Ａ 149
・徴収率0.2ポイント改善。収入未済額465百万円改善。次期は、徴
収率98.5%　収入未済額4,000百万円を期待したい。
・県税徴収率が高くなったことは評価できる。

・県税徴収率が増加していることは評価できる。
・年々改善できているように思う。

①
自主財源収入の
確保

Ｂ → Ｂ → Ｂ

②-1

基金を活用した
施策の成果検証
と予算編成への
反映

Ａ → Ａ → Ａ

②-2
各基金に合わせ
た最適な運用方
法の検討

Ａ → Ａ → Ａ

①

金利動向等を踏
まえた償還年限
や発行額などの
検討と、市場公
募債の継続的な
発行

Ａ → Ａ → Ａ

②

計画的な債券購
入を通じた、安
全かつ効果的な
運用の実現

Ａ → Ａ → Ａ

①
国関係法人等へ
の支出の減

Ｂ → Ｂ → Ｂ

②
県単独補助金の
見直し

Ａ → Ａ ↘ Ｂ

① 事業評価の実施 Ａ → Ａ → Ａ

②
公共事業評価の
実施

Ａ → Ａ → Ａ

(6)　基礎的
財政収支の黒
字の維持

①
基礎的財政収支
の黒字の維持

Ａ → Ａ → Ａ Ａ → Ａ → Ａ Ａ 171
・プライマリーバランスの黒字の維持、県債残高の減少をお願いす
る。H29年度は厳しい？120億円→？

・良好　Ａ評価

目標３　健全な財政運営の維持

改革８　歳入確保と歳出縮減

Ｂ 153

【具体的な取組①】
・命名権売却が増えていない。発想を変えたアイデアが必要。

【具体的な取組②－１】
・特定目的基金の取り崩し額149→56億円に減った。次年度はさらな
る削減を期待。

・マラソン大会などハードだけではなくソフト命名権の売却も考え
られる。
・会議室の稼働状況がわからないが、空いている会議室を貸し出し
て、自主財源の確保ができないか検討されたい。

(3)　安定的
な資金調達と
調達コストの
削減

Ａ → Ａ → Ａ

(2)　常に財
源確保を意識
した施策展開

Ｂ → Ｂ → Ｂ

Ａ 157

・1.484%－0.853%＝0.631％　超低金利状況での成果に充分評価でき
る。
・県民債発行の取りやめもこの考え方に基づいているものといえる
のか。（確認）

・超低金利時代にもかかわらずプラスの利回りを確保できているの
で評価できる。
・平均調達利回りと平均運用利回りの公表だけでなく、本欄に運用
益（もしくは運用損）の公表も検討すべき。
・余剰金の運用だけでなく、県債を発行し資金調達までして運用す
ることの意義を県民に説明してほしい。

・県単補助金については有効な配分をお願いしたい。
・県民の監査を仰ぐためにも、主要な補助金だけでなく全ての補助
金の交付先と金額の公表を検討するべき。

(5)　効果
的・効率的な
事業評価の実
施

Ｂ ↗ Ａ → Ａ

(4)　支出の
見直し

Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ 161

・県単独補助金予算額が増加した。291.6→295.3億円
・国・県補助金いずれも予算額を減らしていただきたい。
・県単独補助金の見直しの具体的な取り組みの評価が、前期のＡか
らＢに下降しているが、なぜ評価がＢに下降したかが不明。

Ａ 165

・都道府県レベルの行政評価の趨勢としては、事業評価から政策・
施策を対象とした評価へとシフトしているが、なぜ総合計画の進行
管理。評価なのに、事業評価に終始するのか。
・事業評価の結果を公表していただきたい。

・事業評価の結果がホームページで公表されているが、評価した結
果、どこのどのような問題があり、そのために県として何を課題と
し、どのように具体的に取り組んでいくのかが、まったく記載され
ていない。本委員会のフォーマットも参考にされてはいかがか。
・とても重要な取組。さらなる向上を期待する。
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総合評価

30の「取組事項」 H26 → H27 → H28 H26 → H27 → H28

成果評価
(質的評価) 総合評価

(最終評価) 平成28年度の取組実績に対する意見 総合評価（最終評価）に対する意見

３つの「目標」
77の

「具体的な取組」

30の「取組事項」
参
考
資
料
・
頁

群馬県行政改革評価・推進委員会の意見平成28年度の取組
実績に対する評価

10の「改革項
目」

実施結果評価
（数値等の目標の達成

度）

(1)　税外債権
管理・回収業
務の推進と税
外債権回収に
関する情報・
知識の共有

①
税外債権の適切
な管理と収入未
済額の圧縮

Ｃ → Ｃ → Ｃ Ｃ → Ｃ → Ｃ Ｃ 173
・税外債権の取組方法を明確に決めていただきたい。
・他の事務に時間を要したため、検討まで至らなかったということ
は、本事項の優先順位はかなり低いということか。

・上手に処理できれば『宝の山』となる。

(2)　「現
地・現物」を
意識した売
却・有効活用

①
未利用財産の売
却・有効利用

Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ 177

・新規未利用地や買い手がつかない県有地について売却貸与できる
ようにさらなる検討アイデアをお願いしたい。
・＜評価の理由＞に「・・・・最適化事業の実施や懸案未利用地の
利活用に向けた準備の進展等の成果があった。」とあるが、具体的
には何か。

・更に積極的に推進すべき。

①

県有施設の計画
的かつ効率的な
維持管理・整備
の推進

Ｂ ↗ Ａ → Ａ

②-1
公共土木施設等
の長寿命化の推
進【橋梁】

Ａ → Ａ → Ａ

②-2
公共土木施設等
の長寿命化の推
進【県営住宅】

Ａ → Ａ → Ａ

②-3
公共土木施設等
の長寿命化の推
進【舗装】

Ａ → Ａ → Ａ

②-4
公共土木施設等
の長寿命化の推
進【トンネル】

Ａ → Ａ → Ａ

②-5

公共土木施設等
の長寿命化の推
進【河川構造
物】

Ｂ → Ａ → Ａ

②-6
公共土木施設等
の長寿命化の推
進【都市公園】

Ａ → Ａ → Ａ

②-7
公共土木施設等
の長寿命化の推
進【下水道】

Ｂ ↗ Ａ → Ａ

Ａ Ａ 181
・豪雨洪水への対策は、緊急と思われる。河川への点検をお願いし
たい。

・豪雨洪水災害に対応し、橋梁・河川構造物・舗装を重点的に修繕
していただきたい。長寿命化は評価Ａ相当。

改革９　資産の適正管理と有効活用

(3)　県有施
設等の長寿命
化

Ｂ ↗ Ａ →
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総合評価

30の「取組事項」 H26 → H27 → H28 H26 → H27 → H28

成果評価
(質的評価) 総合評価

(最終評価) 平成28年度の取組実績に対する意見 総合評価（最終評価）に対する意見

３つの「目標」
77の

「具体的な取組」

30の「取組事項」
参
考
資
料
・
頁

群馬県行政改革評価・推進委員会の意見平成28年度の取組
実績に対する評価

10の「改革項
目」

実施結果評価
（数値等の目標の達成

度）

①
企業局の健全な
経営の維持

Ａ → Ａ → Ａ

②
病院局の経営の
健全化

Ｂ ↗ Ａ ↘ Ｂ

改革10　公営企業改革

Ｂ 191

【具体的な取組①】
・各会計は３年間すべてマイナスで良好といえる。

【具体的な取組②】
・病院経営は28年度の赤字増加の内容が小児医療センターの収支悪
化（▲264百万円）が要因。年度ごとのばらつきが大きいので改善の
余地があるのではないか。
・＜要因分析＞に「小児医療センターの収支悪化は、少子化の進展
に伴う入院患者数の減少・・・を主な要因とする。」とあるが、少
子化の進展など十分予測できた事象のはずであり、当然予測に織り
込んで計画等を立てて実行していくことが必要と思われる。
・＜評価の理由＞にも「・・・・・少子化など、外部環境に起因す
る一部病院の収支悪化のため、健全化に至らなかった。」とある
が、こちらも同様。外部環境を予測して目標を設定し達成すること
が前提。

・企業局の黒字経営は立派である。病院局は黒字化に一歩一歩近づ
くように努めていただきたい。
・病院事業の黒字化が達成できないでいる。少子化の進展等予測で
きる悪化要素を理由とすることなく、全病院の黒字化に向けての早
期改善を目指すべき。

(1)　公営企
業の健全な経
営

Ｂ ↗ Ａ ↘ Ｂ
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